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≪レジュメ≫

産廃処理業は２兆円産業にまで成長した。全国の業者数は約11万社と言われている
が、新規参入や動脈系大企業の進出などもあり、地域密着、中小零細が特徴だった
業界構造が着実に変化してきている。

これまで縁の下の力持ちに徹していた産廃処理業界だが、最近ではＩＴを利用して
事業場を常時公開する業者も現れた。また、当財団が運営する「産廃情報ネット」
では、現在全国1,250の処理業者が保有許可の内容や実際の処理工程・処理実績な
どに関する詳しい情報を公開している。

電子マニフェスト制度も新システムとなり、本格的導入が進む動きがでてきた。産
廃経営塾は塾生相互の連帯感の醸成にも寄与している。

循環型社会の構築には産廃処理業の健全な発展が不可欠である。排出事業者や行政
などにあっては、こうした処理業界の透明性向上努力をしっかりと受け止め、パー
トナーシップに基づく関係の確立を目指す姿勢が望まれる。一方、処理業者には、
顧客への提案型営業や同業間の協業など、さらなる体質改善努力を期待したい。
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産廃３団体

債務保証事業（施設整備）

助成事業

振興事業（ＰＣＢ調査）

適正処理推進事業

産廃情報ネット

産廃経営塾

業の許可取得・更新のた
めの講習会

電子マニフェスト事業の
運営

産廃処理に関するガイド
ラインの策定

感染性廃棄物容器の評
価格付け

処理業者の組織化

経営基盤の整備

研修会の開催

処理技術の研究

福利厚生・保険制度の充
実

経団連、国、地方自治体

からの基金で発足

（社）日本廃棄物対策協会
が発展的解消

都道府県産廃協会の連合、

処理企業 約16,000社
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(社）全国産業
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最終処分場の逼迫

1.74.90.6残余年数
（年）

154.8473.6114.23残余容量
（百万㎥）

89.0015.0324.93最終処分量
（百万トン）

全 国近畿圏首都圏

6.14.32.3

184.1818.3918.78

30.004.328.07

1991（平 ３）．４．１

2004（平16）．４．１

（環境省公表資料）
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施設整備（債務保証）実績

24,38470,45831合 計

7,14526,7879最終処分場

6,61515,7899リサイクル

10,62427,88213中間処理中間

処理

施設

保証実施額総事業費先数

（百万円）

設立（1992年）～2006年3月末までの累計
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激減した最終処分量
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（31業種、百万トン）
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三大排出業種
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（環境省公表資料）
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処理業の市場規模：３兆円
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廃棄物処理業

自動車整備業

教育･学習支援業

洗濯･理容･美容･浴場業

宿泊業

広告業

不動産業

レンタル業

一般飲食店

娯楽(映画館･競輪等）

兆円

産廃産廃1.61.6兆円兆円
一廃一廃1.21.2兆円兆円

（鉄鋼･非鉄･セメント等、別に主たる事業を有する事業所分は含んでいない）

（平成16年度 総務省サービス業基本調査より財団作成）



(財）産業廃棄物処理事業振興財団 9

（47 + 56）×（20+α） × 2
（都道府県＋政令市） （ 品目＋特管物） （収集運搬・処分）
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（環境省「業者情報検索システム」他より）
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100億円超の処理企業 7社
大手メーカーの子会社 5社
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意欲的な取組み例：ライブカメラ
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産廃情報ネットでの情報公開
http://www.sanpainet.or.jp

1,250/110,000 1,250/110,000 （全許可業者）（全許可業者） 1.1%1.1%

1,250/ 16,000 1,250/ 16,000 （全産連会員数）（全産連会員数） 7.8%7.8%

1,250/ 11,000 1,250/ 11,000 （中間処理・最終処分）（中間処理・最終処分） 11.4%11.4%
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（電子）マニフェスト
排出事業者が処理委託する際に発行しな
くてはならない産業廃棄物管理票

電子での登録 1.62百万件（全体の3.5%）

電子化のメリット
事務の合理化（紙保存の免除、データ活用）

コンプライアンス（偽造されにくい）

データのセキュリティ（振興センターによる一
括管理）
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産廃経営塾

産廃処理業経営者向け研修講座

20講義＋施設見学会２回＋研修合宿

経営理念、経営環境、法制度、処理技術、
財務管理、リスク管理等

第3期生が受講中（各期35名前後、塾生相互
の交流も）

塾長： 太田文雄
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パートナーシップの時代

排出事業者
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従来型一方通行

排
出
事
業
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中間処理業者
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処理業内部の協業

提案型営業
• 分別排出
• 設計改良

原燃料化

情報共有
• 情報ネット
• 電子マニ
• ＷＤＳ

協 業

循環社会型双方向


